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各都道府県会計管理者 

各都道府県契約担当部長 

各都道府県財政担当部長 

各都道府県市区町村担当部長   殿 

各指定都市会計管理者 

各指定都市財政担当局長 

各指定都市契約担当局長 

 

総 務 省 自 治 行 政 局 行 政 課 長 

経済産業省イノベーション・環境局イノベーション創出新事業推進課長   

（ 公 印 省 略 ）   

 

地方自治法施行令第167条の２第１項第４号に基づく随意契約による 

スタートアップからの調達の拡大について（通知） 

 

 政府では、地域課題の解決に資するスタートアップの技術の社会実装を後押しする観点等か

ら、日本成長戦略（令和８年７月21日閣議決定）において「全国でスタートアップが持つ技術

の社会実装を後押しするため、各地方公共団体における「４号随契」に基づく調達の実態に関す

る調査を毎年度定期的に実施した上で、「４号随契」の積極的な活用を促すための助言等による

支援とともに、優れた調達事例について他の地方公共団体への横展開を推進する」とされまし

た。 

地方公共団体にとっては、こうしたスタートアップが開発する新商品や新役務の調達によって

地域の行政課題の解決や事務の効率化等を図るとともに、地域経済を支えるスタートアップ等の

中小事業者等の育成につなげることが重要であると考えられます。 

地方公共団体は、地方自治法施行令（昭和 22年政令第16号。以下「施行令」という。）第

167条の２第１項第４号に基づき、新商品の買い入れ若しくは借り入れ又は新役務の提供を受け

る契約については随意契約により調達することができる（以下「４号随契」という。）とされて

おり、スタートアップからの調達についても、当該規定を根拠に随意契約により行うことができ

るところです。 

４号随契については、平成16年の「地方自治法施行令の一部を改正する政令」（平成 16年政令

第344号）及び「地方自治法施行規則の一部を改正する省令（平成16年総務省令第131号）にお

いて創設され、また、平成 19年の「地方自治法施行規則の一部を改正する省令（平成 19年総務

省令第27号）により当該契約手続に係る簡素化が図られたところですが、制度創設から 20年以

上を経過してもなお、この活用状況は低調であると考えられます。 

このため、地方公共団体におけるスタートアップからの調達の拡大に資するよう、今般、各地

方公共団体における４号随契の調達実態を調査し、調達事例を別添のとおり取りまとめ、総務省
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ホームページにおいて公表しましたので、お知らせします。 

（総務省ホームページ「地方公共団体の入札・契約制度」） 

  https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/bunken/14569.html 

また、地方公共団体における４号随契の積極的な活用を推進する観点から、４号随契による調

達において留意いただきたい事項を下記のとおりお示ししますので、貴職におかれましては、ス

タートアップからの調達の拡大に向けた一層の取組をお願いします。 

各都道府県においては、貴都道府県内の指定都市を除く市区町村に対してもこの旨周知願いま 

す。また、各都道府県及び市区町村の契約担当部局等から、庁内の調達担当部局にも広く本通知

を展開いただくよう、併せてお願いします。なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第67

号）第245条の４第１項に基づく技術的な助言であることを申し添えます。 

 

記 

 

１．４号随契の手続等について 

（１）地方公共団体における契約は、地方自治法第 234条第１項及び第２項により、一般競争入

札が原則とされ、政令で定める場合に該当するときに限り、例外として随意契約等によるこ

とができるとされているが、施行令第 167条の２第１項各号に定める事由に該当するときに

は随意契約によることができることから、地方公共団体の長が当該事由に基づく随意契約に

よることの説明責任を果たした上であれば、一般競争入札ではなく随意契約によることがで

きるものである。このため、スタートアップからの新商品又は新役務の調達に関しては、４

号随契の事由に該当するものと判断して、その活用を積極的に検討すること。 

（２）４号随契においては、地方自治法施行規則（昭和22年内務省令第29号。以下「施行規則」

という。）第12条の３に基づき、新商品の生産等により新たな事業分野の開拓を実施しよう

とする者に新たな事業分野の開拓の実施に関する計画（以下「実施計画」という。）を提出さ

せ、当該実施計画を確認しようとするときは、あらかじめ、当該実施計画が同条各号に定め

る基準に適合するものかどうかについて、二人以上の学識経験者の意見を聴かなければなら

ないこと等とされている。当該手続に関しては、以下の事項に留意すること。 

・ 同条第２項に基づく学識経験者の意見聴取の実施方法については、各地方公共団体にお

いて適切に判断されたいこと。例えば、書面による実施も可能であるとともに、事業者から

提出された実施計画の確認に当たって、同項に基づく意見聴取手続の要件を満たし、同項に

基づく意見聴取と同等の効果が得られるのであれば、国の行政機関等における学識経験者

の意見聴取（例：経済産業省「J-Startup プログラム」選定の審査（※））により代替する

ことも可能であること。 

※ J-Startupプログラムの選定においては、スタートアップが提供する製品・サービス

（以下、「製品等」という。）の核となる技術等に関して新規性や有用性等、４号随契に

おける実施計画の確認に当たっての適合基準と同等の観点から、二人以上の学識経験者

の意見を聴取の上、審査している。また、当該スタートアップから提供されるのは、学

識経験者により新規性や有用性等があると確認された技術により実装される製品等であ

り、選定では当該技術の製品等へ実装状況も考慮していることから、４号随契における

学識経験者からの意見聴取と同等の効果を得られるものとなっている。なお、経済産業

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/bunken/14569.html
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省（J-Startup）のホームページ（https://www.j-startup.go.jp/）において、対象とな

るスタートアップの概要や製品等の情報をカタログ化して、今後掲載し、随時更新する

予定である。 

・ 同条第７項においては、新商品の生産等により新たな事業分野の開拓を図る者を認定す

る場合において、既に他の地方公共団体の長が実施計画を提出させ確認しているときは、当

該実施計画の写しをもって確認をすることができるとされているため、この場合には同条

第２項に基づく学識経験者の意見聴取の手続等は不要となること。この際、他の地方公共団

体に提出された当該実施計画の写しの入手方法については、既に確認をした地方公共団体

から当該実施計画の写しの送付等を受ける方法のほか、当該事業者から､実施計画の提出に

併せて、確認書等の実施計画が確認されたことを証する書面を提出させる等の方法が考え

られること。 

・ 事業者から提出される実施計画については、同条第７項に基づく手続によりその写しが

他の地方公共団体の確認にも使用されることが想定されることを踏まえ、あらかじめ事業

者に対してその旨をお示しするとともに、必要に応じて他の地方公共団体への提供に係る

同意の有無や、提供にあたって実施計画の一部を非開示とすることを確認する等の措置を

講ずることが適当であること。 

 

２．４号随契を活用したスタートアップからの調達の拡大について 

（１）「令和８年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」（令和８年４月21日閣議決定）に

おいて、国等は、新規中小企業者の契約比率について、引き続き国等全体として３％以上を

目標とするとされ、地方公共団体においても、国等の目標達成に向けた取組に準じた取組が

求められている。 

このため、特に都道府県及び指定都市においては、規模能力を踏まえて、地域経済のけん

引役としても期待されることから、４号随契を活用してスタートアップからの調達を積極的

に行っていただきたいこと。 

（２）複数の地方公共団体がスタートアップからの新商品等の調達を行うことは、スタートアッ

プにおける調整コスト等の低減により新商品等の供給価格の低下につながるとともに、広く

地方公共団体における行政課題の解決等につながり、スタートアップの新技術等の社会実装

が促進されるものと考えられる。 

このため、小規模な地方公共団体を含め様々な地方公共団体においてスタートアップから

の調達が可能となるよう、都道府県においては、例えば、一の地方公共団体が４号随契によ

り調達した新商品等について、他の地方公共団体と共有し、他の地方公共団体が当該新品等

を４号随契で調達する際には施行規則第 12 条の３第７項に基づく手続により行うこととす

る、都道府県内市町村や他の地方公共団体との広域的な調達の仕組みの構築を積極的に検討

いただきたいこと。 

なお、東京都においては、既に、上記の制度を活用した広域的な調達の仕組みとして、「フ

ァーストカスタマー・アライアンス」事業を実施しているところであり、当該取組も参照い

ただきたい。 

 

３ その他 

https://www.j-startup.go.jp/
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（１）地方公共団体におけるスタートアップからの広域的な調達の拡大等を促すため、「スタート

アップ等からの公共調達を行う場合の知的財産の保護及び調達の工夫に関するガイドライ

ン」（令和７年５月 内閣官房・内閣府・経済産業省・総務省作成）についても、今後改訂し、

周知する予定であること。 

（２）４号随契に基づく調達の実態調査については、今後も、毎年度実施する予定であること。

このため、引き続き、４号随契に係る調達実績の整理等を行っていただきたいこと。   

【連絡先】 

（制度全般に関すること） 

総務省自治行政局行政課 

  電話：０３－５２５３－５５１０ 

 

（J-Startupプログラムに関すること） 

 経済産業省イノベーション・環境局 

イノベーション創出新事業推進課 

  電話：０３－３５０１－１６２８ 
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【参照条文】 

 

○地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）抜粋 

（契約の締結） 

第二百三十四条 売買、貸借、請負その他の契約は、一般競争入札、指名競争入札、随意契約又

はせり売りの方法により締結するものとする。 

２ 前項の指名競争入札、随意契約又はせり売りは、政令で定める場合に該当するときに限り、

これによることができる。 

３～６ （略） 

 

○地方自治法施行令（昭和二十二年政令第十六号）抜粋 

（随意契約） 

第百六十七条の二 地方自治法第二百三十四条第二項の規定により随意契約によることができる

場合は、次に掲げる場合とする。 

一～三 （略） 

四 新商品の生産により新たな事業分野の開拓を図る者として総務省令で定めるところにより

普通地方公共団体の長の認定を受けた者が新商品として生産する物品を当該認定を受けた者

から普通地方公共団体の規則で定める手続により買い入れ若しくは借り入れる契約又は新役

務の提供により新たな事業分野の開拓を図る者として総務省令で定めるところにより普通地

方公共団体の長の認定を受けた者から普通地方公共団体の規則で定める手続により新役務の

提供を受ける契約をするとき。 

五～九 （略） 

２～４ （略） 

 

○地方自治法施行規則（昭和二十二年内務省令第二十九号）抜粋 

 

第十二条の三 普通地方公共団体の長は、地方自治法施行令第百六十七条の二第一項第四号の規

定により、新商品の生産又は新役務の提供（以下この条において「新商品の生産等」という。）

により新たな事業分野の開拓を図る者を認定するときは、新商品の生産等により新たな事業分

野の開拓を実施しようとする者（新商品の生産等により新たな事業分野の開拓を実施する法人

を設立しようとする者を含む。）に当該新たな事業分野の開拓の実施に関する計画（以下本条に

おいて「実施計画」という。）を提出させ、その実施計画が次の各号のいずれにも適合するもの

であることについて確認するものとする。 

一 当該新たな事業分野の開拓に係る新商品又は新役務（以下この条において「新商品等」と

いう。）が、既に企業化されている商品若しくは役務とは通常の取引において若しくは社会通

念上別個の範疇に属するもの又は既に企業化されている商品若しくは役務と同一の範疇に属

するものであつても既存の商品若しくは役務とは著しく異なる使用価値を有し、実質的に別

個の範疇に属するものであると認められること。 

二 当該新たな事業分野の開拓に係る新商品等が、事業活動に係る技術の高度化若しくは経営

の能率の向上又は住民生活の利便の増進に寄与するものと認められること。 
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三 第三項第四号に掲げる事項が新商品の生産等による新たな事業分野の開拓を確実に実施す

るために適切なものであること。 

２ 普通地方公共団体の長は、前項の規定により提出された実施計画（新役務の提供により新た

な事業分野の開拓を実施しようとする者（新役務の提供により新たな事業分野の開拓を実施す

る法人を設立しようとする者を含む。）から提出された実施計画に限る。）を確認しようとする

ときは、あらかじめ、当該実施計画が前項各号のいずれにも適合するものかどうかについて、

二人以上の学識経験者の意見を聴かなければならない。 

３ 実施計画には、次に掲げる事項を記載させなければならない。 

一 新商品の生産等の目標 

二 新商品等の内容 

三 新商品の生産等の実施時期 

四 新商品の生産等の実施方法並びに実施に必要な資金の額及びその調達方法 

４ 普通地方公共団体の長は、新商品の生産等により新たな事業分野の開拓を図る者として認定

を受けた者が、第一項の規定により確認された実施計画を変更しようとするときは、当該変更

後の実施計画が同項各号のいずれにも適合するものであることを確認しなければならない。 

５ 前項の規定により普通地方公共団体の長が新役務の提供により新たな事業分野の開拓を図る

者として認定を受けた者に係る変更後の実施計画を確認しようとするときは、第二項の規定を

準用する。 

６ 普通地方公共団体の長は、新商品の生産等により新たな事業分野の開拓を図る者として認定

を受けた者が、第一項の規定により確認された実施計画（第四項の規定による変更の確認があ

つたときは、その変更後のもの）に従つて新たな事業分野の開拓を図るための事業を実施して

いないと認めるときは、その認定を取り消すものとする。 

７ 普通地方公共団体の長は、第一項の規定により新商品の生産等により新たな事業分野の開拓

を図る者を認定する場合において、既に他の普通地方公共団体の長が同項の実施計画を提出さ

せ確認しているときは、当該実施計画の写しをもつて同項の確認をすることができる。 

８ 前項の規定は、第四項の実施計画の変更について準用する。 
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【参考１】経済財政運営と改革の基本方針 2026（令和８年７月21日閣議決定）抜粋 

 

第２章 日本の成長力強化と安全・安心の確保 

１．「強い経済」の実現 

（２）成長基盤の強化 

（スタートアップ） 

「スタートアップ育成５か年計画」16を抜本強化した「スタートアップ総力創出パッケージ」
17 に基づき、スタートアップの研究開発から事業化・社会実装までを一気通貫で支援する。政

府調達におけるスタートアップ比率３％目標の早期達成のための改善計画の策定や、政府がア

ンカーテナンシー型 18で本格調達することを促進するためＳＢＩＲ制度 19を抜本強化するとと

もに、海外トップベンチャーキャピタル（ＶＣ）などの海外投資家の戦略的な呼び込み、Ｍ＆

Ａ市場の活性化など国内外の資金・人材・技術が好循環するグローバルなエコシステムを構築

することで、ディープテックを始めとする我が国発のスタートアップの成長を促進し、「強い経

済」の実現につなげる。 
 

16 令和４年11月28日新しい資本主義実現会議決定。 

17 令和８年５月20日に、内閣官房が策定・公表。  

18 政府が民間企業の製品やサービスを安定的な大口顧客として長期契約で購入•利用することを約束することで、

売上計上を可能とし、民間投資を呼び込み、産業を育成する手法。 

19 Small/Startup Business Innovation Research。 

 

 

【参考２】日本成長戦略（令和８年７月21日閣議決定）抜粋 

 

Ⅲ．８つの分野横断的な課題の解決 

２．スタートアップ 

（２）対応の方向性 

③講ずるべき施策パッケージ 

ⅲ）地域の経済社会を担うスタートアップの創出・育成 

（社会課題解決を牽引（けんいん）するスタートアップの実証・調達） 

全国でスタートアップが持つ技術の社会実装を後押しするため、各地方公共団体における「４

号随契」91に基づく調達の実態に関する調査を毎年度定期的に実施した上で、「４号随契」の積極

的な活用を促すための助言等による支援とともに、優れた調達事例について他の地方公共団体へ

の横展開を推進する。あわせて、「地域未来戦略」に基づく産業クラスターの形成に向けた取組と

の連携による自治体調達の促進を図る。 

国家戦略特区制度の更なる活用を促すため、情報発信を強化するとともに、スタートアップに

係る規制・制度改革提案を募集し、その実現を後押しする。 
 

91 優れた製品・サービスを持つスタートアップ・中小企業等を地方公共団体の首長が認定し、随意契約を例外的に

可能とする制度。 
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【参考３】日本成長戦略会議スタートアップ政策推進分科会 

「スタートアップ総力創出パッケージ ～イノベーションを生み出す、育てる、実装する～ 」 

（令和８年５月２０日）抜粋 

 

４．施策のパッケージ 

（柱３）地域の経済社会を担うスタートアップの創出・育成 

（３）社会課題解決を牽引するスタートアップの実証・調達 

①自治体によるスタートアップ調達の強化に向けた方策の推進 

○ 全国各地でスタートアップが持つ先端技術の社会実装を強力に後押しするため、全ての都

道府県及び指定都市においてスタートアップからの調達、さらには広域的な調達を含む市町

村レベルでのスタートアップからの調達拡大が行われるよう、各自治体における４号随契 14

に基づく調達の実態に関する調査を毎年度定期的に実施し、優れた調達事例についてウェブ

サイトでの情報発信をはじめ横展開を行う。 

 

○ また、地方公共団体の入札契約においてスタートアップが参入しやすい運用が行われるよ

う、入札参加資格の設定における下位等級者の参加が可能となるような弾力的な運用等の促

進や、国で定める「スタートアップの公共調達の加速に向けた契約等の運用指針」の自治体

への横展開を実施する。さらに、複数自治体のニーズを統合する広域調達の仕組みや自治体

における実証・導入実績を「次の顧客」につなげる仕組みの整備に向けたガイドライン 15の

改訂、４号随契の積極的な活用を促すための助言等を行う。自治体の入札・契約制度の運用

に関して、引き続き各府省庁間にて連携を行う。 

 

○ 地域未来戦略における産業クラスターの形成に向けた取組や、スタートアップ・エコシス

テム拠点都市における取組とも連携を図りつつ、「自治体と地域課題解決に取組むスタート

アップの官民連携に向けた実践ガイド」を活用し、自治体における官民連携・公共調達事例

創出の支援を行い、当該事例創出までの過程をモデル化して他自治体へ横展開を行うことに

よって、 官民連携、公共調達の促進につなげる。加えて、デジタルマーケットプレイス（DMP）

について事業者への広報活動やカタログ掲載のＰＲツール提供を通じて登録を促し、スター

トアップを含む多様な事業者の公共調達への参入拡大を推進する。 

 
14 地方自治法施行令第167条の2第1項において、「地方自治法第234条第2項の規定により、随意契約によるこ

とができる場合は、次に掲げる場合とする。」とされ、同項第4号において、スタートアップ等との随意契約につ

いて、「新商品の生産により新たな事業分野の開拓を図る者として総務省令で定めるところにより、普通地方公共

団体の長の認定を受けた者が新商品として生産する物品を当該認定を受けた者から、普通地方公共団体の規則で

定める手続により買い入れ若しくは借り入れる契約又は新役務の提供により新たな事業分野の開拓を図る者とし

て総務省令で定めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受けた者から普 通地方公共団体の規則で定め

る手続により新役務の提供を受ける契約をするとき」と定めている。 

 

15 「スタートアップ等から公共調達を行う場合の知的財産の保護及び調達の工夫に関するガイドライン」（令和7

年6月策定） 


